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平成27年度第3回理事会を開催
〜国等への要望事項を審議〜

6月22日（月）、秋田市のホテルメトロポリタン秋田において、平成27年度第3回理事会を開催しまし
た。開催にあたり藤澤正義会長は、「先日開催された平成27年度通常総会において、一般会計・特別会計
事業計画及び収支予算が可決決定され、今年度事業が本格的にスタートした。本日は、東北・北海道ブ
ロック中央会会長会議へ提案する「国等への本県要望事項」を協議することとしており、各業界で日頃話
題になっている現場の生の声を聞かせてほしい。」と挨拶しました。
引き続き、議案の審議が行われ、会員の加入及び脱退の承認の他、空席となってい

る副会長の補充選任を行い、新たに加藤憲成氏（秋建協同組合理事長）を選任しまし
た。また、国等へ要望する本県要望事項について、下記のとおり新規5項目を含む6分
野20項目を要望することを決定しました。なお、今回決定した要望事項は、来る11
月20日に開催される「第67回中小企業団体全国大会」での決議を受けて、国等の関
係省庁に要望することとなっています。

－新規要望事項（5項目）－
■総合・組織
 1　高速道路料金制度の見直し
高速道路は、地域の発展や活性化に重要な役割を果たしているほか、輸送時間の短縮及び定時配送の確保、ドラ

イバーの拘束時間等労務負担の軽減等、運送業をはじめとする全ての中小企業者・小規模事業者にとって必要不
可欠である。
しかし、近年の割引制度の縮小に伴う物流コストの増加が企業収益を圧迫していることから、今後も積極的に利

用の促進を図るため、現行の大口・多頻度割引の継続実施、深夜割引の拡充の見直しを図るほか、長距離ほど割引
率が増加する累進割引制度を創設すること。
 2　リフォーム事業者団体登録制度の拡充
平成26年9月に「住宅リフォーム事業者団体登録制度」が施行されたが、その一つの登録要件として、複数県に跨

がる100者以上の構成員が必要とされており、事実上、地域の中小企業・小規模事業者で構成される事業協同組合
等にとっては、登録申請が困難な状況である。
このため、業界の健全な発展を目的に設立された事業協同組合等については、活動実績を勘案した登録ができる

よう、登録制度を拡充すること。
■官公需
 3　改正建設三法の趣旨を踏まえた発注
平成27年4月に施行された改正建設三法（公共工事の品質確保の促進に関する法律・建設業法・入札契約適正

化法）では、建設業の担い手確保を目的に建設会社が適正に利潤を確保できるよう、発注者が配慮すべき事項が掲
げられており、この趣旨を十分尊重して発注するよう、地方公共団体等に対し指導すること。
 4　官公需適格組合における監理技術者の在籍出向の容認
一定要件を満たした親子会社やグループ企業と同様に、官公需適格組合についても、組合員企業からの監理技術

者の在籍出向が認められるよう、建設業法に基づく政令を確実に改正すること。
■税　制
 5　公共的施設における法人税の非課税措置
商店街等が所有するアーケード等の共同施設は、公共性の高い施設であるため、共同施設の借入金償還に係る賦

課金と減価償却費との差額を非課税措置とすること。

－要望項目（全20項目）－
［総合・組織］ ［金融］
1	 さらなる経済対策の実行 11	 資金調達の円滑化
2	 中小企業対策予算の拡充 12	 個人保証を徴求しない金融システムの実現
3	 地方創生交付金の拡充及び恒久化 ［税制］
4	 ものづくり補助金の継続 13	 事業承継税制の拡充
5	 高速道路料金制度の見直し 14	 消費税単一税率の維持と適正な転嫁対策の実施
6	 電力の安定かつ安価な供給の実現 15	 法人税減税に伴う外形標準課税の適用拡大反対
7	 リフォーム事業者団体登録制度の拡充 16	 公共的施設における法人税の非課税措置

［官公需］ ［商業］
8	 中小企業向け官公需発注機会及び発注額の増大 17	 商店街等に対する支援の継続
9	 改正建設三法の趣旨を踏まえた発注 ［労働］
10	 官公需適格組合における監理技術者の在籍出向の容認 18	 最低賃金の一律引き上げ反対

19	 外国人技能実習生の社会保険料免除
20	 協会けんぽへの財政支援の拡充

［新副会長・加藤憲成氏］


